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福祉局障がい者施策部障がい支援課

福祉局障がい者施策部障がい支援課

随時

社会福祉事業への改良住宅使用許可申請書、添付書類を福祉局障がい者施策部障がい支援課へ提出してくださ
い。

使用許可の基準

（1）　活用範囲
① 　老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第６項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業
② 　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定する共同生活介護又は同条第17項に規定
する共同生活援助を行う事業

（2）　活用できる者
①　大阪市
②　社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人
③　医療法（昭和23年法律第205号）第39条に規定する医療法人
④　一般社団法人及び一般財団法人
⑤　特定非営利活動促進法（平成10年法律第１号）に基づき設立された特定非営利活動法人
⑥　介護保険法（平成９年法律第123号）第42条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者で同法第
８条第18項に規定する認知症対応型共同生活介護を行うもの又は同法第54条の２第1項に規定する指定地域密着
型介護予防サービス事業者で同法第８条の２第17項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護を行うもの
⑦　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第29条第１項に規定する指定障害福祉サー
ビス事業者で共同生活援助を行うもの

消防用設備の設置等の条件を附する場合

①　社会福祉事業等の実施の用に供する部分が、消防法施行令別表第一（６）項ロに該当するとき
②　社会福祉事業等の用途に供される部分が、住棟（消防法第２条の防火対象物をいう。）の延べ面積の10
パーセント以上又は300平方メートル以上のとき

３０日

２日

本市では、市営住宅を本来の施策対象である低額所得等の住宅困窮者に提供する以外にも、管理に支障のな
い範囲で、一定の資格を有する者について、法令に基づく行政財産の目的外使用を認めています。

社会福祉法人等が社会福祉事業等を行うために改良住宅を使用しようとする場合には、法令・要綱等に基づ
き、使用目的・使用期間その他当該改良住宅の使用に係る事項等を記載した申請書を提出して、使用許可を市
長から受けなければなりません。

根拠法令等
及び条項

地方自治法第238条の4第7項
市営住宅のうち改良住宅の社会福祉事業への活用実施要綱

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000202763.html

都市整備局住宅部管理課
( 06－6208－9272 )

都市整備局住宅部管理課

社会福祉法人等への改良住宅使用許可

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000202763.html

